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（
総
務
委
員
会
）

地
方
税
法
及
び
国
有
資
産
等
所
在
市
町
村
交
付
金
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
（
閣
法
第
一
三
号

（
衆
議

）

院
送
付
）
要
旨

本
法
律
案
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
地
方
税
法
の
改
正

１

自
動
車
取
得
税

環
境
へ
の
負
荷
の
少
な
い
自
動
車
の
取
得
に
係
る
税
率
の
軽
減
等
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
は
、
最
新
の
燃
費
基
準
に
切

り
替
え
を
行
う
と
と
も
に
、
環
境
性
能
の
極
め
て
優
れ
た
自
動
車
の
負
担
軽
減
に
重
点
化
す
る
な
ど
所
要
の
見
直
し
を
行

っ
た
上
、
適
用
期
限
を
平
成
二
十
七
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
延
長
す
る
。

２

固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税

ア

平
成
二
十
四
年
度
の
評
価
替
え
に
当
た
り
、
原
則
と
し
て
、
現
行
の
土
地
に
係
る
負
担
調
整
措
置
等
を
継
続
す
る
。

な
お
、
住
宅
用
地
に
係
る
据
置
特
例
に
つ
い
て
は
経
過
的
な
措
置
を
講
じ
た
上
で
平
成
二
十
六
年
度
に
廃
止
す
る
。

イ

東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
に
伴
う
原
子
力
発
電
所
の
事
故
に
係
る
避
難
等
の
指
示
が
解
除
さ
れ
て
い
な
い
区
域
内
の
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土
地
及
び
家
屋
に
係
る
課
税
免
除
措
置
等
を
、
平
成
二
十
五
年
度
以
後
当
分
の
間
継
続
す
る
ほ
か
、
地
方
団
体
の
自
主

性
・
自
立
性
を
高
め
る
観
点
か
ら
、
一
部
の
特
例
措
置
等
に
つ
い
て
課
税
標
準
の
軽
減
の
割
合
を
一
定
の
範
囲
内
で
条

例
に
委
任
す
る
。

３

そ
の
他

税
負
担
軽
減
措
置
等
の
整
理
合
理
化
等
を
行
う
。

二
、
国
有
資
産
等
所
在
市
町
村
交
付
金
法
の
改
正

国
か
ら
新
関
西
国
際
空
港
株
式
会
社
に
出
資
さ
れ
る
固
定
資
産
の
う
ち
固
定
資
産
税
が
課
さ
れ
る
も
の
に
つ
い
て
、
平
成

二
十
五
年
度
分
の
国
有
資
産
等
所
在
市
町
村
交
付
金
の
交
付
対
象
か
ら
除
外
す
る
。

三
、
施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
一
部
を
除
き
、
平
成
二
十
四
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。


